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１．業務の目的と全体構成 

静岡市では「快適なモビリティ都市の実現に向けた自然環境にやさしい交通体系の整

備」をテーマとして、道路の立体化や４車線、拡幅等による渋滞解消や低公害車の導入

を通じて自動車単体のＣＯ２排出量の抑制を図るとともに、低公害車の導入や利用促進、

バス停のハイグレード化やバスロケーションシステムの導入、サイクルシェアリング、

ワンステップバス・ノンステップバスの導入等により自動車から公共交通利用への転換

を促すこととしている。 

モデル事業初年度である本年度は、公共交通の利用が容易な鉄道・バスの沿線地域住

民を対象に公共交通への行動変容を促すとともに、イベントと連動した普及啓発及び交

通事業者への働きかけを通じて一般市民の環境にやさしい交通への取り組みを促進する

こととする。 

  本業務の全体構成は以下のとおりである。 

① 交通事業者を対象とした EST 及び省エネ啓発会議 

 ② 住民を対象としたﾄﾗﾍﾞﾙ･ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ･ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（TFP）の実施 

 ③ 静岡市が主催する静岡市オムニバスタウン計画シンポジウムと連携した EST 啓発 

 ④ 報告書の作成 

 

２．ＥＳＴ及び省エネ啓発会議の開催 

  交通事業者を対象としたＥＳＴ及び省エネ啓発会議を 2008 年 1 月 11 日（金）にグラ

ンシップ 1001-1 会議室にて開催した。 

当日はトラック協会、タクシー協会、バス事業者等から 120 名の参加があった。プロ

グラムは前半が国、静岡市からＥＳＴの取り組みや低公害車導入に対する補助制度等に

ついての紹介、後半がバス、トラック、タクシーの各交通事業者より環境にやさしい交

通に向けた取り組みの事例発表が行われた。 

当日の会議について、静岡朝日テレビが 1 月 11 日(金)の夕方のニュース、静岡新聞は

1 月 12 日(土)の朝刊で報道された。 

① 日時：2008 年１月 11 日（金）13:00～15:00 

② 会場：グランシップ 1001-1 会議室（静岡市駿河区） 

③ 主催：環境省関東地方環境事務所・静岡市 

④ 参加者：１２０名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（H20.1.12 静岡新聞） 
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 ⑤ プログラム 

13:00 開会挨拶（環境省関東地方環境事務所） 

13:05 ＥＳＴの取り組みについて 

『運輸部門の地球温暖化対策と環境的に持続可能な交通（EST）の現状について』 

（国土交通省 中部運輸局交通環境部） 

我が国の部門別にみた二酸化炭素排出量推移の説明の後、運輸部門における地球温暖

化対策の取り組み、ＥＳＴモデル事業等の紹介があった。 

 13:20 静岡市環境行動計画モデル事業の取り組みについて 

『静岡市環境行動計画モデル事業（静岡市 EST モデル事業）の取り組み』 

（静岡市 都市局都市計画部交通政策課） 

  平成 19 年度から実施される静岡市ＥＳＴモデル事業の内容について、モデル事業の

テーマ、ＣＯ２削減目標量の説明の後、目標達成のための施策として、交通容量拡大施

策、マルチモーダル施策、交通需要マネジメントについての概要説明があった。 

13:30 低公害車導入に対する補助制度の紹介 

『運輸部門における「平成 20 年度概算決定におけるエネルギー対策特別会計による CO2

排出抑制対策」』 

（環境省 関東地方環境事務所 環境対策課） 

  平成 20 年度に予定される低公害車の補助事業の概要説明があった。また、環境政策

としてＥＳＴが提言された経緯や、ＥＳＴの目指す方向、代表的な取り組み、関係省庁

の連携の他、ＥＳＴモデル事業がトップランナーを創出することで全国各地域への幅広

い普及を図る事業である旨等の説明があった。 

13:45 事前アンケートの紹介 

   交通事業者を対象とした事前アンケートについて、グリーン経営認証制度については

比較的導入が進みつつある状況であること、地球温暖化対策や省エネ対策を進める上

で、人材確保やコスト負担が課題であること等の結果が紹介された。 

14:10 事例発表 

『環境にやさしい交通にむけた取り組み』（しずてつジャストライン株式会社） 

  平成 17 年から本格的に取り組んでいるアイドリングストップは 92％の実施率である

こと、平成 18 年より運用を開始したデジタルタコグラフでは安全運転分析、経済運転

分析が実施され、過去２年間の取り組み効果として 9.2％の燃料消費率の改善効果があ

ったことが報告された。 

『環境保全への取り組み』（仲央運送株式会社） 

  グリーン経営認証についてエコドライブ活動についての説明があり、4 トン車で

2.4％、10 トン車で 2.8％の燃料消費率の改善効果があったことが報告された。 

『環境にやさしい交通に向けた取り組み』（静鉄タクシー株式会社） 

   エコドライブキャンペーンの全社展開、推進体制の確立、環境方針の策定、燃費調査

について説明があり、対前年５％改善の燃費目標との設定と具体的活動内容についての

説明があった。 

14:50 閉会挨拶（静岡市都市局都市計画部交通政策課） 

15:00 閉会 
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３．住民を対象としたトラベル・フィードバック・プログラムの実施 

（１）ＴＦＰ調査の企画と実施  

モデル事業初年度である本年度は、公共交通の利用が比較的容易な地域として、バス

の沿線地域住民を対象に、公共交通への行動変容を促すＴＦＰ調査を実施した。 

 

表 ＴＦＰ調査の実施概要 

項目 概要 

対象世帯 バス路線沿線地域に居住する世帯 

調査方法 郵送配布・回収 

調査規模 配布 2,000 世帯（１世帯につき調査票１票を配布） 

効果測定のため制御群を 500 世設定 

ＴＦＰ種類 ワンショットＴＦＰを基本とし、事後調査の際に、希望するバス停の時刻

表を送付する方法でコミュニケーションを図ることにより、行動変容の継

続化を促した。 

配布物件 ＴＦＰ対象 1,500 世帯に配布した物件は以下のとおり。 

ステップ 調査物件 
動機付け情

報・交通情報 
調査票 部数 

①事前はがきの

送付 
・事前はがき 

  
1,500 部 

②コミュニケー

ション調査票

の送付 

・送付用封筒 

・回収用封筒 

・粗品 
（ボールペン） 

・動機付け情報 

・バス路線図 

 

・依頼状 

・調査票 
1,500 部 

③事後調査票の

送付 

・送付用封筒 

・回収用封筒 

・バス時刻表 

（希望者） 

・お礼状 

・調査票 
１回目回収分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【送付用封筒】 

【依頼状】 

【調査票】 【動機付け情報】 

【バス路線図】 
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ＴＦＰ調査の配布回収結果は以下のとおりであり、１回目のコミュニケーション調査

の回収率は 43.1％、２回目の事後調査の回収率は 62.8％であり、比較的高い回収率とな

った。 

表 ＴＦＰ調査の配布回収結果 

コミュニケーション調査 

（１回目） 

事後調査 

（２回目） 
 

配布数 

① 

回収数 

② 

回収率 

②/① 

配布数 

③ 

回収数 

④ 

回収率 

④/③ 

ＴＦＰ対象 1,500 621 41.4% 606 369 60.9% 

制御群 500 240 48.0% 237 160 67.5% 

合計 2,000 861 43.1% 843 529 62.8% 

（注）１回目の回収のうち整理番号が特定できなかった回収票は２回目を送付

していないため、１回目の回収数と２回目の配布数は一致しない。 

 

（２）ＴＦＰ効果の分析 

① クルマの利用回数の変化 

事前・事後比較でのクルマの利用回数の変化率は 0.908 倍であり、9.2％の削減となった。

なお、制御群の変化を 1.00 とした場合の相対比で算出している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 クルマの利用回数の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.000

0.908

0.500 0.700 0.900 1.100

制御群

TFP対象

(倍)

n=210

n=460

通　勤 買物･レジャー等 目的計

事　前 1,272 1,170 2,442

事　後 1,323 1,104 2,427

事後／事前 1.040 0.944 0.994

基準化 1.000 1.000 1.000

（n） (71) (139) (210)

事　前 3,006 2,704 5,710

事　後 2,733 2,422 5,155

事後／事前 0.909 0.896 0.903

基準化 0.874 0.949 0.908

（n） (145) (315) (460)

注）事前・事後の数値はクルマの利用回数（回／月）の合計値

制御群

手 法 項 目
目　　　的

TFP対象
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② クルマの使い方の変化 

 今回の調査を通じて、「クルマの使い方」が変わったと思う人の割合は 43％であり、比

較的高い割合で行動変容が図られたものと考えられる。今回の調査を通じてクルマの使い

方が変わらなかった人においても、過半数の 61％の人は、今後はクルマの使い方を変えて

いこうと思うと回答しており、交通手段を変えようとする潜在的な意識を活性化する効果

があったものと推測される。また、今後の継続意向については、クルマの使い方が元に戻

ると回答した人は僅か 3％であり、今後とも継続する可能性が強い結果となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図「クルマの使い方」の変化に対する意識 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図「何も変わっていない」人の今後の意向     図「変わった」人の継続意向 

 

③ ＴＦＰの効果に関する分析のまとめ 

今回の調査はバス路線沿線地域の 2,000 世帯を対象として実施し、回収率は１回目のコ

ミュニケーション調査で 43％、２回目の事後調査で 63％であり、本プロジェクトに対する

高い参加率を確保することができた。コミュニケーションの手法としては、ワンショット

ＴＦＰを基本としたが、１回目にバス路線図を全世帯に配布するとともに、１回目の回答

者の 40％からバス時刻表の送付要望があり、個別的なコミュニケーションが実施できたも

のと考えられる。 

実際のクルマの利用回数では 9.8％減少と約 1 割の削減効果がみられた。また、43％が

クルマの使い方が変わったと回答しており、行動変容への高い効果がみられた。今後は、

ＴＦＰの取り組みを拡大していくことが考えられる。 
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に思う
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に思う

21%
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と思う
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ていきたい

と思う

44%

n=187
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４．ＥＳＴ啓発用パンフレットの作成 

静岡市が主催する静岡市オムニバスタウン計画シンポジウムと連携したＥＳＴ啓発と

して、来場者に対し配布するためのＥＳＴ啓発用パンフレットを作成した。 

パンフレットは、我が国の温室効果ガス排出量の動向、くらしとＣＯ２の関係を概説する

とともに、ＥＳＴの理念や施策体系、及び静岡市ＥＳＴモデル事業の取り組みを紹介する内

容とし、1,000部作成した。  

【パンフレットの構成】  

①我が国の温室効果ガス排出量の動向  ②くらしとＣＯ２との関係 

③ＥＳＴに関する取り組み      ④静岡市ＥＳＴモデル事業の取り組み 
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